





























NPOについては、経済学 ・経営学 ・公共政策学等の分野における研究が先行 してい
る現状であるが、 これ らを概観する限 りにおいて、NPOは従来の住民運動とは明確に
異なるものとして位置づけられており、とりわけ公的サービスを提供する事業体として
の側面に焦点が当てられている。その上で、公共財の配分における政治 システムに対す
る優位性 と問題点をめ ぐる議論(塩 澤2000)や、価値観の多様化 に対応 した多価値社






















































のであるため、人びとによって自発的 に形成され る集団が社会教育 にとって きわめて重
要」 と指摘 してお り、そのような集団内で 「人びとがそれぞれの特殊な経験 を交換 し合
い、相互 に触発 しあう点 に社会教育の最 も本質的な姿が見出され る」 と述べている(友
田197053頁)。
しか しこのよ うなサークルやグループにっいて は、社会教育研究 の対象 とされ ること
が少な く、 その意義 にっいて深 め られて きたとはいいがたい。地縁的関係 に基礎を置 く
ものが多か った社会教育関係団体が、特に都市部 において形骸化するのにともない、市
民活動を対象 とす る硬究の重点 はむ しろ次 に論 じる住民運動研究へと移 って きた と考え
ることができる。
よ り最近では、坂本登が社会教育関係団体の機能 について次のよ うに論 じている(坂
本19887-8頁)。坂本 は社会教育関係団体 の機能 と して四っを挙 げる。 それは①義務
的活動や人間関係の しが らみか ら解放 された活動であることによる 「緊張解放の機能」、
②団体の目的にそって 自主的かっ民主的に行われ る活動 内容によって知識 ・技術 の習得
等が可能 となる 「教育的機能」、③ 自覚 された責任 と役割 に基づ く計画的で民主的な運
営が行われることが人間尊重 の民主社会を建設す る上での貴重な体験 となるとい う意味
での 「団体運営機能」、④団体 と して行 う活動が社会的に も意義 あるものであ り、構成
員の社会性を高めるものであるところの 「社会的機能」である。 ここで整理 された社会
教育団体 の意義 と役割はこれまでの社会教育研究において確認 されて きたことをほぼ引
き継 ぐ形でまとめ られていると言える。
ここで坂本が言 うところの 「教育的機能」 とは団体が目的と して掲 げ、それに基づい
て活動が行われ る教育活動 と、それ にともな う学習活動を指す ものである。 これは当該
団体 にとっては当然活動の中心であり、その活動 を行 うことにこそ団体の存在意義があ
るものである。そ して教育 という概念を狭 く捉え、対象 に働 きかける明確な目的を持っ
意図的 ・計画的な活動 のみが教育であるとするな らば、社会教育団体 の機能 と しての教
育 とはほとん どの場合 ここでいう 「教育的機能」 のみ となるだろ う。坂本が この機能 に
対 して 「教育的」 とい う言葉を当てはめているのは、 こうした理 由があるか らだと考え
られ る。 しか し社会教育団体の意義 として、前述のよ うに坂本は狭義 の 「教育」の他 に
団体運営機能などの三っの機能 を挙げる。 これ らは団体が公 に掲 げる活動 目的には含 ま
れないと考え られ る、 いわば副次的な機能である。 しか しそれ らはいずれ も社会教育 と
して意義を もっ もの とされてお り、 これ らを総合 した ものが 「社会教育」 における 「教
育」の内容を構成す るとされているのである。
これは坂本以前の論者に も共有 された観点である。富士川や宇佐川 の議論 にも見 られ
るように、む しろ副次的 とも思 える機能の方が、狭義 の 「教育的機能」以上 に強調 され
てきたと言え る。それ らはっ まるところ地域社会 における民主主義的実践と して教育的
価値を付与 されてきた。っまり、戦後 の社会教育研究 における団体研究 は、一貫 して当





































の深 まりとともに、人間疎外 を克服す る新 しい基本的人権の構想へ とっなが って きたこ
とに、その意義を見出 している。教育権 ・環境権 ・自治権などが具体例と して挙げ られ
ているが、 これ らの権利 を保障 され るべ きものと して、企業 ・国家 ・自治体の責任を追
及することが、 この時期の住民運動の特徴 とされてきた。
1970年代、80年代 に入 っての住民運動 は、 いわば 「反対」か ら 「創造」へ と重点 を
移 してゆ く(小 林198828頁)。代表的な ものと して地域教育文化運動や生協運動 が
挙げ られる。 これ らは行政や企業に対す る異議申 し立てや要求 にとどま らず、地域づ く
り ・共同組織作 りを指向 して、生活 における必要財 を自ら生み出そうとす るものであっ
た。小林繁(1988)は、住民運動が多様 な広が りを もつ中で、社会教育研究が これ と
いかに関わ ってきたのか という点 について整理 している。 ここでは藤岡貞彦 ・島田修 一・
松原治郎 らの研究 が中心的に論 じられ、社会教育研究にお ける住民運動研究が、住民運
動 の有する人間形成的機能への着 目とい う視点において共通 し、参加 した人々の意識変
革 と住民 の自治能力の発達過程 に焦点を当てて きたことが述べ られている。
近年において は、山田定市 ・鈴木敏正 らを中心 に展開されて いる 「主体形成」をキー
ワー ドとした一連 の研究がある。鈴木は社会教育 の目的を 「自己教育主体の形成」 にお
き、「意識化→ 自己意識化→理性形成→ 自己教育主体形成」 とい う学習過程を示 してお
り(鈴 木199813頁)、この観点 か ら住民運動 にお ける主体形成 を検討 した研究の蓄
積 がある31。これ らは、 まちづ くり ・文化創造 ・女性 問題 ・環境問題等様 々な分野で展
開 される住民運動 における、成員や リーダーの意識変容、それ に伴 う活動の展開に焦点
を当てた ものである。 自己形成 ・主体形成 という観点はこれまでの研究 において も注 目
されて きた ものであ り4}、これ ら近年 の研究 は、従来の住民運動研究を発展 させたもの
と捉える ことができる。
以上のような社会教育研究 における住民運動研究の特徴 として、次の四点 を挙げるこ
とがで きる。
第一に、住民運動 における成員の意識変革や主体形成 に焦点を当てた、住民運動が内
包する教育機能への注目である。住民運動への参加 を通 じて、その成員が何 をどのよう
に学 び自己変革を遂 げてきたか とい う点が研究の中心 となって きたことは、 これまで概
観 して きた先行研究を見て も明 らかであろう。
第二に、都市化 に伴 う伝統的な地域共同体 の弱体化 という状況において、住民運動が
新 しい連帯を形成 し、住民の自治力を高 めるものであるとい う評価である。
第三に、住民運動 は新 しい権利 を構想 し ・その実質化を 目指す ものであると見 る観点
である。 すで に挙 げた ものの他 にも、佐藤一子 ・増山均(1995)が「子 ど もの文化権」
を提起 する中で、地域教育文化運動の役割に注 目しているの も一例である。 また、社会
教育 は大衆運動の教育的側面であ り国民の権利であると謳 った 「枚方テーゼ」 は、社会
教育実践の一っの到達点 と見 なされて きた し、住民の学習権 という考え方 は、社会教育
研究 における根本的な概念 とされて きた。
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第 四に、住民運動 を新 しい公共性 を提起す るもの ととらえるものである。例えば藤岡
は、「住民は手さ ぐりで、 自分たちの生活 に発する 〈私〉 の レベルでの感覚 と判断にた っ
ていっわ りの 〈公〉 にたちむかい、 〈私〉 の連帯 と してのあた らしい 〈公〉 を発見 して
いったのである。」 と述べている(藤 岡 同前199頁)。 また鈴木が、地域づ くり運動
が地域課題を取 り上 げ、その実践的な解決 を図る過程 に 「協同性 と公共性 の形成」を見
ている(鈴 木 同前22-25頁)の も、観点 を同 じくす るものであろう。
このよ うに見て くると、社会教育研究における住民運動研究は、前節で概観 した団体
研究を深 め、発展 させた もの ととらえ ることができる5)。第一 の住民運動が内包す る教
育機能にっいては、社会に対す る働 きか けをともなう、 より積極的な活動 として 「相互
教育」概念を拡張 ・具体化 した もの と見 ることがで き、第二 ・第三 ・第四の点 にっ いて
は 「民主主義 の確立 」に向 けたよ り実践 的な教育的意義 を提起 していると言え る6)。戦
後の社会教育において、当初その中心的な役割を期待 されていた社会教育団体 は、その
中心が地縁的っなが りにもとついた団体であったため、都市化の進行 とともに地域的な
基盤を失い弱体化 した。佐藤が社会教育 と団体 という問題 にっいて、「1980年代以降あ
ま り明確 な研究上 の関心 と してすえ られて こなか ったよ うに思われ る(佐 藤20039
頁)」と述べた背景 には、 こう した社会 的状況の変化があ った と考え られる。 その一方
で さまざまな学習実践が生 まれ、研究 として も深 め られて きたのが住民運動 であ り、地
縁的っなが りに もとついた社会教育団体 に代わ る、新 しい市民主体の社会教育 として現
れて きたと百え る7)。
4.団体研究 ・住民運動研究枠組みの有効性
次 に、これまでの研究 の枠組みをNPOに 適用す ることにっ いて考察す る。 まず、 団
体論にお ける相互教育概念や、住民運動の教育的機能 への注目は、 いずれも市民活動の
担 い手である人々がいかに して学んでいるかとい う点 に焦点 を当てたもので、 いわば活
動団体の内在的な教育機能 に注 目した ものである。NPO活 動 において も、 このよ うな
学習が存在す るであろうことは十分考え られることであ り、 この点では従来 の研究 の観
点を生か して、その延長上にNPO研 究を位置づ けることがで きよう。
他方、既 に述べたよ うにNPOと は事業体 としての側面 を強 く持つ もので ある。 その
ため、NPO活動 の担い手 の学習 にのみ注 目す るのではな く、対外的な社会教育事業に
目を向け、その意義や役割にっ いて検討す る必要がある。 これは従来の団体研究 ・住民
運動研究 にはあま りなかった観点 である。
従来の研究 に体外的な教育事業に関する観点が乏 しか ったのはなぜか ということにっ
いて は、研究 における前提 となっている教育観 ・運動観 にその原因を求めることがで き
る。「相互教育」 とい う言葉が示す とお り、社会教育団体 にお ける教育 とは、教育 を行
うもの と教育 の対象 となるものがイコールの関係にあった。 このモデルにおいては、 ま
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ず組織化が先にあり、その後に教育があることになる。住民運動の場合 も、運動は都市
部における住民の新 しい結合様式 と見 られており、 ここで も運動の主体 と地域住民 はイ
コールの関係 にあると見 られて きた。地域住民が 自らを組織 して行政 ・企業 に対 して働
きかけてゆ く中で、全体 として高ま ってゆ くことが教育的意義を持っとされたのである。
学習 は、(事実 と して全体がそれに参加 していた とは限 らな くとも研究の前提 とされて
きたと考 えられ るのは)網 羅的 に組織 された地域住民の内部で行われ るものであ り、そ
の限 りにおいて は運動の 「外」 にある住民 というもの は初めか ら想定されない。行政 ・
企業 に対す る運動による働 きか けが注 目されることはあ って も、住民相互の関係におい
ては、運動が地域住民を代表す るもの と捉え られているため、対外的な社会教育事業 と
い う観点 が入 り込 む余地は初めか らなか ったと考 え られる別。 また、民主主義 の確立 と
いう目的において、社会教育 における教育 とは相互教育であるとい うテーゼが、教育事
業をサー ビスと して享受す るあり方をよ しとしなかった ことが考 え られる。 カルチ ャー
セ ンターなどの民間教育文化事業が社会教育研究 としてあま り取 り上 げ られて こなか っ
た ことも、 このよ うな考え方が関わ っていると思われ る。
住民運動の教育的意義 と して、住民 自治の獲得 ・新 しい権利の構想 ・新 しい公共性 の
提起 に注 目 して きたことにっいて も同 じことが言 えるだろう。従来の住民運動研究にお
いて、教育的意義 を付与 されて きた運動 はそれ 自体、地域住民の主張 ・要求 ・利害を全
面的に反映す るもの どして捉え られて きた。その運動 に地域住民が全面的に参加 してい
る、 または少な くとも賛意を示 していることが前提 されていたか らこそ、運動が住民 自
治を高めるものであ り、新 しい公共性を提起するもの ということがで きたのだ と考 える。
さ らに、その要求す るところがすべての人 にとって保障 され るべ きものであると考える
ことがで きたか らこそ、新 しい基本的人権 を構想す るものと して運動 を見ることができ
たのである。
NPO研究に こうした観点 をそのまま適用す ることは難 しい。NPOが市民によって 自
主的に組織 された活動であ り、何 らかの公共的な目的 をもっ という点 においては、従来
の研究 における住民運動 と共通 する。 しか しNPOは基本的に、住民運動のように地域
住民 とイコールの関係で とらえ られる存在ではない。先に挙げた、多様な価値観の反映
をNPOの 特質 とす る議論 に現れているように、個 々のNPOは 地域住民の意 向を全面
的に反映する存在ではな く、特定の活動 目的に賛同す る人 々の意向を反映す るものであ
る。 また、すべての人 にNPO活 動への参加の機会が開かれているわけで もない。 した
が って、特定 のNPO活 動 を直接住民 自治の形成にっなげることはで きないのであって、
NPO活動 と地域 の人 々との関係において、 市民活動 と住民 自治の問題 をと らえなおす
必要がある。NPO活 動 に公共性を求 めることがで きないとい うので はない。 しか し、
限 られた、 もしくは部分的 なニーズにのみ対応す ることで活動が継続 で きるのがNPO
であ り、 その活動が一般的 に公共性 を持 ちうるものか どうか ということに対 しては、別
の判断基準が必要になると考える。
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新 しい基本 的人権 の提起 とい う観点 も同様 に、NPOに その まま当て はめ ることはで
きない。 もちろん多 くのNPOが 、基本的人権 に密接 に関わるものと して活動 目的を設
定 してお り、 中には一般的 には認知 されていない新 しい権利を主張す るもの もある。 し
か しその一方 で、万人 に対 して保障され るべ き権利 にとどま らない、非常 にさまざまな
生活要求にも応え うるのがNPOで あると言える。その中には論争的な内容を含む もの、
一般的なそれ とは大 きく異 なる価値観 にもとつ くもの、 または非常に贅沢な要求 にもと
つ くと考え られるものも存在 しうる。同 じ地域 に全 く正反対の価値観 ・目的をもって活
動するNPOが 両立することも考 えられるのであ る。
したが って、社会教育研究の対象 と してNPOを 見 るとき、権利主張 という観点で こ
れを見 るとともに、競合するニーズの反映 として もとらえ る必要があ るとい うことにな
る。正当に保障されることを要求すべき 「権利」か ら、生活をよ り豊 かにしうる 「ニー
ズ」 まで、NPOは非常 に幅広 い価値観 を反映する ものである。 この点、従来 の研究で























ば子 ども劇場 おや こ劇場運動、子 ど も文庫 などに代表 される1970年代以降の地域教育
文化運動は、舞台鑑賞 ・読書機会の提供や子 どもを中心 と した地域活動 など、行政 ・企
業では提供 されない事業を自ら創 りだそ うとす るものだ った。 これ らは 「教育 ・文化事
業」 と して地域のニーズに応えるもので もあったのである。 しか し、子 ども劇場 おや こ
劇場運動を例に とると、研究対象 とされた限 りにおいて は、地域住民の文化的協同(佐
藤Igg2)、運動の中での学習活動 の特徴(畑 ・千野1987)、地域 の教育力 と住民 自治
(増山lg89)といった内在的学習活動 に研究 の焦点が当て られてきた。実 際には、運動
の提供す る舞台鑑賞 や子 どもの活動をサ ービス として享受す る層が会員のかなりの割合
を占めてお り、対外的 にサー ビスを提供する事業体 という側面 を強 く持 っていたのだが、
この点 に注 目 して教育的意義を見出そ うとす る研究がほとんどなかったのである。 こう
した傾 向は近年のNPOを 対象 と した研究において も見受 け られるが、その研究枠組み
























なる方法によって も、不当に統制的支配を及ぼ し、又はその事業 に干渉を加えて はな ら
ない。」 と定めてお り、続 く第十三条では 「国及 び地方公共団体 は、社会教育関係団体
に対 し、補助金を与 えてはならない。」 と している。第十一条では、「文部大臣及 び教育
委員会」が社会教育関係団体に対 して指導 ・助言、援助を行 うことがで きることを定あ
てい るが、 それ らについて も 「社会教育団体の求 めに応 じ」 とい う但 し書 きがっ いてい
る。
当時の社会教育研究 において は、「上か らの社会教育」 と 「下か らの社会教育」 とい
う言葉を もちいて、国家統制的機能 とそれに対する社会改革的機能 という社会教育の二
面性について論 じられている(宮 原1950)。その上で 「上か らの社会教育」 を民主主義
の実践 としての 「下か らの社会教育」 に変えてゆ くことが課題 とされており、1949年
の社会教育法が団体 に対する国家の関与を非常に限定す るものであることが肯定的 に受
けとめ られてい る。 津高正文(195643頁)が 、「民主的なグループや仲間」を 「社会
教育関係者 の力で作 ったり、中心 にな って育てた りすること」に対 しては 「否定的な答
え しか出来 ない」 と述べ、社会教育団体(津 高は ここでは 「民主的団体」 という語を用
いている)に 関わる社会教育行政 はそれ らに対 して 「ごくささやかな協力が出来 ること
ぐらい」であると述べているの も、同様の認識に立つ ものであろ う。
しか し1959年の社会教育法改正が、第十二条 ・十三条を改定 し、社会教育関係団体
への補助金交付に道を開 くにあた って、 この問題 の是非 をめ ぐる議論 が持ち上がる。民
主主義の確立を大 目的 とす る戦後初期の社 会教育研究 において、 この 「改正」 は 「社会
教育の自由が著 しく阻害 されるので はないか(田 代1960230頁)」とい う強 い懸念を
もた らす ものであ った。 日本社会教育学会 は1961年、1962年の二年 にわたる宿題研
究')として、社会教育関係団体 についての研究に取 り組み、 その成果 を1964年発行の
年報 『自治体 と住民の学習計画』 にまとめている。 ここでは社会教育関係団体が行政に
とっての利用 ・動員の対象 とされ、地縁的組織が優遇 され る反面、行政に異議を唱え る
よ うな活動への押 さえ込みが存在す ることが指摘されている(吉 田1964、藤田1964な
ど)。加えて1959年の団体へ の補助金交付 を可能 とす る法改正 は、弱体化 しっっあ る
地域団体を強化することで地域団体の 「体制維持」的役割を回復 させ る意図を疑 う議論
もある(年 報編集委員会1964)。また、関係団体の認定にあたって行政の恣意 吐が大 き
く働 くことも問題 とされて いる(吉 田、藤 田)。総 合 して既存の社会教育関係団体概念
を撤廃することが多 くの論者 によ って主張 されて いる(田 代1964、福尾1964、藤 田)。
学習の入 り口として地縁的社会教育関係団体の意義を認 める論 も紹介されている(吉 田)
が、 この場合 も行政の恣意性 を排す るよ うな認定の基準作 りが課題 とされ、 自主的な活
動 に もとつ くさまざまな団体にも枠を広げる必要があることが主張されている(吉 田、
福尾、津高1964など)。
以上のよ うに社会教育研究は、全体 として1959年の社会教育法改正 には反対 の立場
を とってきたと言える。行政にコン トロールされない自由な団体活動を守 るべきだ とい
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うのが基本的な主張 であ り、 これ はノーサポー ト・ノーコントロールの原則に基づ くも
のである。 しか しその後、、関係団体概念が法的に撤廃 されることもな く、関係団体 に変
わ る新 しい社会教育団体構想 も深め られることはなか った。団体 と行政の関係のあ り方
にっいて も、「ヨーロッパ諸国 において は(中 略)サ ポー ト・バ ット・ノーコン トロー
ル(金 は出すがロは出さない)の 原則 こそが国民の利益 と幸福 を増進す る道であると し
てその政策が とられている(大 蔵1964224頁)」ことか ら、将来的に問題 を再検討す
る可能性 について論 じられている ものがある(大 蔵1964)も のの、正面 か ら論 じら
れ ることはなか った。
1988年の段階で、藤岡秀雄(1988)は、1959年の法改正 に関す る社会教育学会の議
論を振 り返 った上で、その後関係団体 に関す る議論 と研究の蓄積がほとんど行われてい
ない ことを指摘 し、「現実には、関係団体をめ ぐる問題は少 しも解決 されて いない」 と
述べている。現在において もこう した指摘 は同様に当てはまると考え られ、実態 と研究
者 の主張 とが乖離 したままの状況が続 いて いる。
このよ うな社会教育関係団体 を巡 る状況 にっ いて、藤原英夫 は、制度の運営 に関す る
不安や不信が一部の研究者や実践家の間にあること等が、原則の確立を妨げていると指
摘 している(藤 原197469頁)。藤原 は、 社会教育 とは学校教育以外の教育事業であ
るという観点か ら、社会教育関係団体の 「団体」は 「機能体」や 「事業体」 を意味す る
ものと考え るべ きことを指摘 してお り、非官設機関 としての 「NGO's」とい う概念で社
会教育関係団体を捉えることを提起 している(藤 原19741979)。この場合、私立図書
館や私立博物館等の社会教育法に掲げ られている諸機関で私立の ものすべてが社会教育
関係団体の範疇に入 ると述べている。 このよ うな見方 をすることで 「社会教育法制定 の
際 に総則に続 く第2章 を社会教育関係団体 に充てた ことの意義が、 きわめて鮮 明に浮
き出て くる(藤 原197919頁)」と述べ、「国民 ・住民の さまざまな組織体が、国や地
方公共団体の行政当局 との間 に従属的ではない関係を樹立 しつっ、 ときに相呼応 して公
衆 に教育的サービスを提供す る、 とい った教育構造が目指されていたと もいえよ う(藤
原 同前)」と論 じている。藤原 は生涯教育の推進 と社会教育NGO'sの役割増大 は不可
分の関係 にあ ると論 じ、その役割に注 目 して いるが、 これはNpoが 注 目される今 日の
議論を先取 りす るもの と言 える。 しか し社会教育NGO'sという藤原 の提起が、その後
の社会教育研究で深め られてきたとは言えない。
関係団体制度は結果的に、一定の市民活動支援の役割を果た しえた反面、弱体化 ・形
骸化 した団体や行政依存的な団体の温存 ・育成に もっなが って きた。 中には、行政支援
が 「上か らの社会教育」 と して作用 し、本来 目指 されてきたあり方 とは程遠 い状況 も生
まれている。 その一方で社 会教育行政 の支援をほとん ど受 けずに活動 を展開す るNPO
が少なか らず現れて きたことは、関係団体制度の限界を示唆す るものである。反対 に、
一般行政部局 における市民活動支援施策の増大 と市民活動の多様化 ・専門化が進む今 日、





























自体が、その運動を担 っている人々との 「共同行為」を通 して、その関係のダイナ ミズ
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Thepuq)oseofthispaperistoshowthatre-examinationofafセameworkofthestudy
ofadultandcommunityeducationisnecessarywhenstudyingnon-profitorganizations
(NPOs),andtoshowproblemsofre-examination.A貸erWorldWarH,thestudiesof
adultandcommunityeducationwhichhavebeenbursuedtoestablishdemocracyhave
conslderedthatassociationsofadultandcommunityeducationandcitizensmovements
playavitalrole.Thesestudieshaveproposedthatmutualeducation,whichisconsid-
eredmostessentialeducation,existsintheseassociationsandmovements.Because
theseassociationsandmovementsareregardedasrepresentingcommunity,mutualedu-
cationinherentinassociationsandmovementsareregardedaspubliceducation.
Recently,theremarkableriseofNPOsdrewattentiontothestudyofadultandcom-
munityeducation,andsomestudiesofNPOshavebeencarriedoutwiththesame
倉amework,whichappliedthestudyofassociationsandmovements.Butitisdoubtf廿l
thatthetraditional丘ameworklsalsoavailablefbrstudyofNPOs.BecauseNPOshave
anaspectofenterprise,mutualeducationisonlyonetypeofeducationanditisnec-
essarythatweemphasizesoclalworkswhichincludeeducation.Therefbrethetradi-
tionalviewisnarrowandlimitedinseeingNPOsworks.Thesecondpointthat
requiresclarificationisthatNPOscannotrepresentcommunityorcitizens.NPOsre-
dectvarioussensesofvalueswhichsometimesconfセontandcompetewitheachother.
Buteachofthemlsnotnecessarilyaref1ectionoftheconsensusofcommunityorciti.
zens.
So,whenwestudyNPOs,itisnecessarytore-examinethetradit{onalfセamework.
First,weneedtoexpandthenotionofeducationwhichisrepresentedbymutualedu-
cationasmeaningfhleducation.TherearevariouseducationalpracticesaroundNPOs
andweneedtobroadenourviewtoincludethesepractices.Second,itisessentialto
distinguishNposffomcitizens.Thelatterisnotrepresentedbythelatter.Andthere
isnotonlymutuaLeducation,butalsoothertypesofeducationalpracticeswhichmay
clearlydivideparticipantsthatNPOsareeducatorandc{tizenisleamer.Third,we
shouldre-examinethere霊ationshipbetweenadministrationandcitizen.
